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令和８年第２回三芳町議会定例会 一般質問通告書 

質問順序・質問者及び質問要旨 
順序 質問者 質問要旨 質  問  内  容 質問の相手 

１ 内藤美佐子 １在留外国人と

の共生社会推

進について 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２災害対策と脱

炭素対策につ

いて 

 

 

 

 

 

 

１）現状認識について 

①本町における在留外国人数の推移と国

籍別内訳は 

②在留資格別の状況（技能実習、特定技能、

留学生、永住者等）の把握は  

③町内事業所で働く外国人の人数等の把

握はしているか 

④外国人住民が抱える主な課題について

の町の認識は 

⑤これまで実施してきた共生施策の成果

と課題は 

２）行政サービスについて 

 ①窓口対応の多言語化の現状は 

 ②「やさしい日本語」の導入と職員研修は

どうか 

③ＳＮＳやアプリを活用した情報発信は 

３）教育分野での対応について 

①外国籍児童生徒数の現状は 

②日本語指導体制の整備状況は 

③不就学児の把握と対応は 

④保護者への情報提供への工夫はどうか 

４）就労・生活支援についての相談窓口はあ

るか 

５）災害時の情報伝達と参加型防災訓練の実

施は 

６）定期的な意見交換の場の設置やアンケー

ト調査はどうか 

７）多文化共生推進計画の策定は 

 

 

１）役場庁舎の災害時の停電対策について 

①電源確保についての計画はあるか 

②非常用発電機の設置は 

③太陽光パネルと蓄電池の設置は 

２）再生エネルギーの地産地消の考えは 

３）太陽光ＰＰＡ事業への対応は 

４）「三芳町ゼロカーボンシティ宣言」の目標

達成に向けて、町はどのように進めてい

るのか 

町長 

住民課 

 

 

 

総務課 

 

社会教育課 

 

 

 

総務課 

 

 

 

 

学校教育課 

 

教育センター 

学校教育課 

教育センター 

総務課 

 

自治安心課 

 

社会教育課 

 

町長 

総務課 

 

町長 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

 

 

環境課 
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３一般廃棄物処

理企業への適

切な支援につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

５）民間医療施設、福祉施設、高齢者施設に

おける停電対策を町は把握しているか 

６）防災ラジオ購入補助への検討状況は 

 

１）町提携の一般廃棄物処理企業で作業員不

足はないか 

２）廃棄物処理にかかる費用（労務費、原材

料費、エネルギーコスト）への十分な支

援はできているか 

３）町は２０２４年９月３０日に環境省より

発せられた「労務費の適切な転嫁のため

の価格交渉に関する指針」を踏まえた対

応ができているか 

４）適正な価格転嫁のための、適切な対応は

どのように進められているか 

５）町には、一般廃棄物の収集及び運搬並び

に処分に関する手数料の額等を定めた

条例等はあるか 

６）条例化されていれば、景気等判断による

不断の見直し（改正）が必要では 

自治安心課 

 

町長 

 

町長 

環境課 

２ 桃園 典子 １こどもの権利

救済機関の必

要性について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）「こどもの権利」の理念に関する普及啓発

の取り組みについて（内容・実施回数・

反響や課題など） 

 ①児童生徒や保護者を対象としたもの 

 ②職員を対象としたもの 

 ③地域や団体を対象としたもの 

 ④今後の実施予定は 

２）児童生徒、保護者、地域等における人権

意識向上のためには弁護士等の専門的

知見を有する方による研修が必要と考

えるがどうか 

３）妊娠期における保護者への人権啓発の重

要性を鑑み両親学級でこどもの人権を

学ぶ機会を設けてはどうか 

４）権利救済のためには関わる立場の者が調

査・勧告権を有することが必要と考える

がどうか 

５）調査・勧告権を有する救済機関の設置に

向け、こどもの意見聴取を行ってはどう

か 

６）北海道ニセコ町などの取り組みを参考

に、権利救済制度の導入へ向け検討委員

 

 

 

学校教育課 

総務課 

こども支援課 

 

学校教育課・

こども支援課 

 

 

こども支援課 
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２高齢者の健康

増進に資する

社会参加の促

進について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３地域コミュニ

ティ活性化の

ための環境整

備について 

会を設置してはどうか 

７）こどもの権利についての意識啓発の一環

として町内企業への協力や理解を呼び

かけフレンドリー企業登録の推進をし

てはどうか 

 

１）当町における高齢化の進行状況と介護給

付費等の抑制に向けた住民参加の取り

組みは 

２）厚労省が令和３年に発表した「ボランテ

ィアポイント制度導入・運用の手引き」

における介護予防に資するボランティ

ア等へのポイント付与事業に関する見

解は 

３）ボランティアポイント制度の導入を見据

え、介護予防に資する国の地域支援事業

交付金等の活用を検討したことはある

か 

４）ボランティア活動は無償・無給との概念

をもたれやすいが社会参加を促進する

観点から奨励程度のインセンティブは

きっかけづくりとして重要と考えるが

どうか 

５）高齢者の社会参加促進のため、近隣自治

体のようにボランティア活動へのポイ

ント制度を構築してはどうか 

６）高齢者の社会参加の推進となるためには

仕組みづくりが大事であると考えるが

町の見解は 

 

１）行政区への地域コミュニティＤＸ推進事

業について 

①事業の活用状況と行政区からの声は 

②機器の整備や通信費や機器の更新にあ

たっての対応は  

③災害時一時避難所となる集会所におい

てのＷｉ－Ｆｉ整備の必要性について

の見解は 

 ④整備後の利用率や活用内容についてど

のように把握・評価をしていくのか 

２）Ｗｉ－Ｆｉ整備後の活用支援として研修

会の開催等、伴走型の支援が重要と考え

 

町長 

 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

 

自治安心課 
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るがどうか 

３）電子回覧板などの導入に関する検討状況は 

４）町の事業のデジタル化とあわせ地域コミ

ュニティとの連携が重要と考えるが今

後の展望は                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                

 

 

町長 

３ 菊地 浩二 １誰のための都

市計画税なの

か 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）都市計画税は“安定した便利な財源”で

はなく、厳密に使途が限定された目的税

である。その限定を、町はしっかりと自

覚しているか 

２）三芳町には都市計画税制に関する事項を

調査・審議する住民を交えた審議会はあ

るか、またはこれまでにあったか（例：

都市計画審議会、上下水道審議会など） 

３）都市計画税は町のＨＰによると「都市計

画事業又は土地区画整理事業に要する

費用に充てるために、目的税として課税

されるもの」とあるが、都市計画税の趣

旨や目的、使途など十分に住民に理解さ

れていると考えているか 

４）三芳町ではいつから、なぜ都市計画税を

課税しているか。都市計画税導入の経緯

を伺う 

５）三芳町では都市計画税課税当初から市街

化調整区域にも多くの住宅地・家屋が存

在していたはずだが、条例でその区域を

指定せず、なぜ市街化調整区域は課税対

象外となったか 

６）三芳町は全体が都市計画区域だが、市街

化区域と市街化調整区域の人口比、世帯

数比は 

７）都市計画税には標準税率はなく、制限税

率は０．３％となっている。三芳町の都

市計画税率は０．２％だが、０．２％課

税とした経緯は。また、０．２％を維持

している理由は 

８）都市計画税が充てられる都市計画事業と

は「具体的」にどのような事業か、令和

６年度事業を例に伺う 

９）都市計画税が充当されている三芳町の都

市計画事業はすべて都市計画法第５９

条に基づく都市計画事業として、事業認

可を受けたものか 

財政デジタル

推進課 

 

 

税務課 

 

 

 

財政デジタル

推進課 

 

 

 

 

税務課 

 

 

 

 

 

 

 

住民課 

 

 

税務課 

 

 

 

 

財政デジタル

推進課 

 

都市計画課・

上下水道課・

環境課 
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２「公共」交通を

１０）都市計画事業の範囲を町独自に拡大解

釈していることはないか 

１１）令和６年度中に実際に行われた、下水

道事業を除く都市計画事業の総額と市

街化区域と市街化調整区域の割合を事

業費ベースで伺う 

１２）都市計画税は土地区画整理事業にも充

てられるが、これまでの「三芳町北松原

土地区画整理事業・三芳町藤久保第一土

地区画整理事業・三芳町富士塚土地区画

整理事業」にはそれぞれどれくらいの都

市計画税額が充てられたか 

１３）都市計画税は法律上『都市計画事業等

の費用』への充当が前提だが、地方税法

は償還金への充当を明文化していない。

では町はどのような法解釈・基準で償還

金を費用に含めているのか 

１４）都市計画税の充当基準や会計処理ルー

ルは定められているか。またそれは議会

や住民に周知しているか 

１５）公営企業会計において国土交通省では

「独立採算制の原則」が適用されるとあ

るが、下水道事業において都市計画税や

一般会計繰入金をどのように考えてい

るか 

１６）下水道事業会計に都市計画税が充当さ

れているが、下水道事業での使途は 

１７）町の下水道は市街化調整区域にも及

ぶ。市街化区域内の土地・家屋所有者し

か課税されない都市計画税が市街化調

整区域の下水道整備にも使われるのか。

都市計画税納税者の不公平感を町はど

のように理解しているか 

１８）都市計画税納税者（≒市街化区域居住

者）はみよしのまちづくりに関して都市

計画税非納税者に比べ必要以上の負担

をしているのでは。誰のための都市計画

税なのか。受益と負担、公平性を考え、

都市計画税は廃止をふくめ都市計画税

のあり方を検討しては 

 

１）ＭＩＹＯバスの実証運行に関して 

財政デジタル

推進課 

財政デジタル 

推進課・ 

都市計画課・ 

道路交通課 

財政デジタル

推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上下水道課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

財政デジタル

推進課 

 

 

 

 

 

政策推進室 
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考える ①既定路線バスの補完・交通空白地域の解

消には循環バスよりも適した公共交通

手段があるのでは 

②周知には時間が必要とのことだが、運行

開始から５ヶ月が経過した。町なかで見

かける機会も多くなったが、周知は進

み、利用促進に繋がっていると考えてい

るか 

２）ＭＩＹＯバスに関するアンケート結果に

ついて 

①「運行本数の増加」「運行時間の拡大」「土

日の運行」「逆回りの設定」「運賃が高い」

などの要望や意見にどのように応えて

いくか 

②乗り継ぎや積み残しへの対応なども見

受けられるが、周知不足ではないか 

③実際にどの程度積み残しが起こってい

るのか 

 

４ 細田 三恵 １ 公共施設の維

持管理と計画

的修繕につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）本庁舎の維持管理体制について 

①町が管理をする公共施設について日常

点検・定期点検・専門点検はどのように

行っているか 

②劣化や不具合を把握した際、修繕や改修

を行っているようだが現在の状況は 

③本庁舎は、建設から３２年が経過してい

る。今後、本格的な大規模修繕計画が必

要ではないか 

２）三芳町立第三保育所について 

①建て替えから約１２年が経過するが、床

や壁などの劣化状況について、どのよう

に把握しているか 

②床のささくれ等で子どもや保育士がけ

がをしたようなことはないか 

③経年劣化や湿気、結露等についての対策

はどのように講じているか 

④子どもが日常的に利用する施設として、

安全面や衛生面の点検は、十分と考えて

いるか 

⑤建設当初に想定していた耐用年数や、メ

ンテナンス計画はどうなっているか 

⑥基準には、安全性や利用者の特性、特に

子どもが日常的に利用する施設という

町長 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

 

 

 

 

町長 

 

 

こども支援課 
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２避難所運営体

制及び在宅避

難者への支援

体制について 

視点は、どのように補完、判断しているか 

３）庁舎を含めた公共施設の大規模修繕につ

いて 

 ①役場庁舎を含めこれまで大規模修繕が

行われていない施設について今後どの

ような修繕・更新計画を考えているか 

 ②個別対応ではなく、町全体的な修繕・改

修を進める計画はあるか 

 ③公共施設マネジメントの今後の方向性

について町長の考えは 

 

１）避難所運営ガイドラインについて 

 ①当町の避難所運営ガイドラインにおい

て、災害時の担当部署や役割分担はどの

ように整理されているか 

 ②避難所ごとの指揮系統や責任の所在は、

職員・地域双方にとってわかりやすくな

っているか 

２）在宅避難者への支援内容について 

①在宅避難者の把握は、どのような方法で

行うのか 

②在宅避難者に対する支援（物資配布、安

否確認、情報提供等）は、避難所入所者

と区別して整理されているか 

③避難所に行けない住民が、物資を受け取

る仕組みが現在想定されているか 

④自宅避難者をどのように位置づけてい

るか 

３）困りごと集約、窓口設定について 

①現在は、自治会やマンション単位、或い

は個別で問い合わせが来るかもしれな

いが、その困りごとや、要望をどのよう

に集約するのか 

②在宅避難者を含め、相談、要望の窓口を

一本化することが必要と考えるがどうか 

③避難所に行く人でなく、行かない選択を

した住民も守る防災体制が求められて

いると考えるがどうか 

④平時の施設管理が不十分のまま災害時

に本当に拠点として機能するのか 

 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

 

 

 

 

 

 

町長 

 

 

自治安心課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

５ 長野真寿美 １小学校体育に

おける着替え

１）現状把握と教育委員会の認識について 

①体育時の着替えは学年別か 

学校教育課 
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環境について

（低学年を含

む男女別対

応） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２特別支援学級

(言語障害)へ

の支援体制に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②男女別か 

③教室・更衣スペースの使い分けなど、ど

のような運用がされているか 

２）低学年児童への配慮について 

①低学年児童であっても、男女別での着替

えを希望する声はあるか 

②着替えに不安や抵抗感を示す事例につ

いて、学校や教育委員会として把握して

いるか 

３）学校現場の判断と教育委員会の関与につ

いて                      

①着替え方法の判断は、学校裁量としてい

るのか 

②教育委員会として一定の考え方や指針

を示しているのか 

４）今後の対応について 

①低学年を含め、希望があれば男女別で着

替えられる環境づくりについて、今後検

討する考えはあるか 

②教室不足・人的配慮・他児童への配慮な

どの課題をどのように整理していくか 

 

１）特別な支援を必要とする児童生徒の支援

について 

①本町における、言語に関する課題を抱え

る児童への支援体制について、小学校入

学前から入学後までの流れをどのよう

に把握しているか 

②小学校入学後、国立障害者リハビリテー

ションセンター等、町外の通級指導等を

利用している児童は、現在どの程度いる

のか 

２）町外の通級指導等を利用する場合、保 

護者・児童への負担について教育委員会

として、どのように認識しているか 

３）入学前支援との連続性について 

①みどり学園で行われている言葉支援に

ついて小学校入学後も切れ目なく支援

を継続できる体制が望ましいと考える

が、教育委員会の見解は 

②就学前からの支援内容が、小学校にどの

ように引き継がれているか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長 

 

教育長 

 

 

 

 

 

 

教育センター 
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３いじめの未然

防止及び相談

体制について 

 

 

４）今後の支援体制の方向性について 

①言語に関する支援を必要とする児童が

町内で安心して学び続けられる環境を

整えるため、特別支援学級(言語)やそれ

に準じた支援体制の在り方について今

後検討していく考えはあるか 

②言語に関する支援において、専門的な知

識や経験を有する教員が継続して関わ

ることが重要と考えるが、教育委員会の

見解は 

③言語支援に関する専門性を持った教員

の育成や研修の充実等、人材育成の視点

について今後どのように取り組んでい

く考えか 

 

１）本町におけるいじめの現状について 

①本町において、いじめはあると認識して

いるか 

②過去５年間のいじめの認知件数及び推

移はどのようになっているか 

③いじめの内容や傾向はどのように変化

しているか 

④いじめが解消したと判断する基準及び

その後の見守り体制はどのようになっ

ているか 

２）学校と保護者間で解消が難しい場合の相

談体制について 

①学校と保護者の間で認識の違いが生じ

た場合や学校だけで解決が難しい場合

の相談先は 

②教育相談・スクールカウンセラー等の役

割及び利用状況は 

③東京都の教育相談センターのように、学

校から一定の距離を置いた第三者的な

相談機能について、本町はどのように考

えるか 

３）未然防止及び今後の方向性について 

①いじめ早期発見のためのアンケートや

面談はどのように実施しているか 

②不登校や特別支援を必要とする児童と

生徒との関連をどのように考えるか 

③子どもが安心して相談できる環境づく

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育センター 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

教育センター 

 

教育長 



 10 

りについて、今後どのように取り組んで

いく考えか 

６ 林 善美 １不登校児童生

徒の支援につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２小中学校の給

食着について 

 

 

 

 

 

 

３新藤久保小学

校とルミナの

開館に向けて 

１）令和６年度児童生徒の問題行動・不登校

等生徒指導上の諸課題に関する調査結

果を受け、当町の不登校の現状をどのよ

うに考えるか 

２）「学校が安心して過ごすことができる、通

いたいと思える場所」にするための取り

組みは行われているか 

３）不登校児童生徒の保護者を対象とした学

習会や保護者会の実施状況は 

４）不登校に対する理解と知識を深めるため

の教員研修は行っているか 

５）支援体制と不登校の現状に乖離はないか 

６）不登校対策は学校復帰を目的としているか 

７）武蔵野市の食育事業や八王子市のよう

に、主に不登校児童生徒が学校給食セン

ターで給食を食べられるような取り組

みを検討してはどうか 

８）関係機関や当事者等が相互に情報共有

し、支援の在り方を協議するため、不登

校児童生徒支援協議会の設置を検討し

てはどうか 

９）給食費の無償化に伴い、不登校児童生徒

のいる家庭等に対して給食費相当額の

補助を行ってはどうか 

 

１）給食着はどのように取り扱っているか 

２）衛生管理はどのように行っているか 

３）給食着の管理や所有について、過去の検

討状況は 

４）衛生面やアレルギー等を考慮し、給食着

の個人所有を検討してはどうか 

５）費用負担等の課題を含め、今後の方針は 

 

１）現施設の閉館について 

①９月の開館に向けた現施設の閉館期間

は（中央図書館、藤久保公民館、藤久保

出張所、藤久保児童館） 

②閉館中の対応は（中央図書館、藤久保公

民館、藤久保出張所、藤久保児童館） 

③閉館期間中でも部分的に開放するなど、

教育センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長 

 

 

 

教育長 

学校教育課 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

 

教育長 

 

図書館・公民館・

住民課・ 

こども支援課 
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閉館期間をできるだけ短くするよう検

討してはどうか 

２）藤久保小学校とそれぞれの施設で、閉館

セレモニーを行ってはどうか 

 

３）新施設の開館について 

①供用開始はいつを予定しているか 

②予定している開館時間は（中央図書館、

地域交流センター、藤久保出張所、藤久

保児童館） 

③利用者の意向を踏まえた開館時間とな

っているか 

４）藤久保小学校の児童は１年半以上工事の

影響を受けてきた。新小学校利用に対す

る子どもたちの意見聴取は行ったか 

５）開館前に卒業生・地域住民・登録団体等

を対象とした内見ツアーを行ってはど

うか 

 

 

学校教育課・ 

図書館・公民館・ 

こども支援課 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

町長 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

７ 久保 健二 １地域活性化発

信交流拠点に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２国際交流事業

１）町が考える「道の駅」で目玉と考えてい

るものは 

２）施設を建設・整備することで期待してい

ることは 

３）未だに設計案が定まってないように感じ

る。当初案から現在に至るまでの間、変

更になった点は 

４）防災機能を備えた道の駅とあるが、町の

考えている防災機能の整備は 

５）渋滞対策は 

６）周辺地域へのモニタリング調査等の状況は 

７）上富地域のいも農家１軒１軒が直売所と

捉えている。新たに直売所を設置する必

要性は 

８）類似の施設が周辺には複数あるが、どの

ように感じ捉えているか 

９）民設民営方式のＤＢＯかＰＦＩが有力と

のことだが設計、施工（建設費）の町負

担はないのか 

１０）委員会の所管事務調査報告等、議会か

らも過去に提案しているが反映されて

いるのか 

 

１）国際交流事業について 

町長 

総合調整幹 

 

 

 

 

 

 

 

道路交通課 

総合調整幹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 
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及び町長の海

外渡航、国内視

察、訪問につい

て 

（直近３年間及びコロナ禍前３年間） 

①海外渡航について（各事業） 

ア 渡航日数は 

イ 渡航に掛かった費用は（宿泊・飲食・

移動費等） 

ウ 渡航に随行した職員他、人数は 

②国際交流先からの受け入れについて（各

事業） 

ア 受け入れた日数は 

イ 各国交流先より受け入れた人数は 

ウ 受け入れに掛かった費用は（宿泊・

飲食・移動費等） 

③補正予算で上程された事業は（費用を含

む） 

２）町長の海外渡航について（各事業） 

（直近３年間及びコロナ禍前３年間） 

①渡航回数は 

②渡航日数は（日本にいない日数） 

③渡航に掛かった費用は 

④補正予算で上程された事業は（費用を含

む） 

⑤各渡航先は 

⑥各渡航目的は 

⑦各国を渡航したことで町民のために活

かせることは 

３）町長、随行職員他の国内視察・訪問等に

ついて（各事業・町長・職員他随行者別

の詳細） 

①視察、訪問回数は 

②視察、訪問日数は 

③視察、訪問に掛かった費用は 

④補正予算で上程された事業は（費用を含

む） 

⑤視察、訪問の目的は 

⑥視察、訪問を経て町、町民に還元できる

ものは 

秘書広報室 

８ 光下 重之 １都市計画税の

使途について 

 

 

 

 

１）地方税法でいう都市計画税とは何か 

 

２）都市計画事業及び土地区画整理事業など

都市計画税の充当事業について法はど

のようになっているか 

３）「三芳町都市計画税条例」はどのような構

町長 

税務課 

財政デジタル

推進課 

 

税務課 
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２循環バス事業

について 

成になっているか 

４）結果的には、町は法の使途にならうとい

うことか 

５）使途の明確化の点で、目的税の趣旨から

すると公債費の一般財源に含めている

のは適正か 

６）都市計画税収入の大部分を公債費に充当

するのは適法か 

７）市街化調整区域内の土地区画整理事業に

も適用できるか 

８）水道事業会計への県水受水費充当で住民

負担軽減につなげないか 

９）現状の在り方で都市計画税の使途につい

ての説明責任が十分といえるか 

 

１）多数の意見、要望にいつ頃、どのように

応えていくのか 

２）要望の強い増便、土日運行、逆回り、駅

への利便性向上、交通空白地域解消な

ど、どれを最優先課題としていくのか 

 

財政デジタル

推進課 

 

 

 

 

 

 

 

上下水道課 

 

財政デジタル

推進課 

 

町長 

政策推進室 

９ 小松 伸介 １（仮称）地域活

性化発信交流

拠点（道の駅）

について 

１）道の駅の立地環境を考慮した施策や整備

計画等について 

①三芳スマートＩＣ利用台数の推移は（過

去３年間、全国比） 

②町民・町民以外、上り線・下り線の利用

者想定は 

③三芳ＰＡ上りからの利用者拡大をどの

ように図るか 

④三芳ＰＡ上りのＰＲ方法、移動手段（道

の駅利用で無料のレンタサイクル等）の

確保は 

⑤関越自動車道から誘導する方策は（看板

等） 

⑥採算性の見込みは 

⑦インバウンド観光拠点とあるが具体的

な取組みは 

⑧交通結節機能の内容は（所沢方面へのバ

ス導入等） 

⑨駐車場の台数は十分か 

⑩どのような渋滞対策を考えているか 

⑪三芳ＰＡ下りから利用する際の道路横

断で安全対策は 

総合調整幹 
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⑫高速利用者の待ち合わせ目的の迷惑駐

車対策は 

２）町民との関わりについて 

①町民が参画できる仕組みづくりは 

②町民に親しまれる工夫は 

③大学連携の推進とは 

④イベントは町民向けか町外向けか 

⑤レストランや販路整備で廃棄の削減に

繋げるとあるがどのように進めるのか 

３）防災道の駅について 

①防災道の駅と三芳ＰＡとの位置付けに

変化は 

②マンホールトイレの整備は 

③入浴環境（シャワールーム等）の整備は 

④調整池やガラス面に太陽光発電システ

ムの導入は 

４）魅力ある道の駅とするために 

①三芳ＰＡと重複する機能は 

②三芳ＰＡとの差別化をどのように行うか 

③肉や魚等、魅力ある生鮮食品を販売する

考えは 

④人気店（土産用洋菓子・飲食等）を呼び

込む取組みは 

⑤上富の菓子工場や北永井のパン・洋菓子

工場、竹間沢のシュークリーム工場等、

町内企業と連携しては 

⑥その他リピーターを増やすための取組

みは 

５）その他提案等について 

①高速バス停留所の導入可能性は 

②ふるさと納税やレトロな物品を販売す

る少し変わった自動販売機を充実しては 

③町民が事業にチャレンジ出来る店舗整

備は 

④目を引くような屋外遊具等の充実によ

り子どもが行きたくなる＝大人の来場

も増えるものと考える。遠くからも確認

出来る子どもに魅力的な施設（しもつけ

の大型滑り台や刈谷の観覧車等）充実に

対する考えは 

⑤キャンピングトレーラーを設置しては

（町民割引有り） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 
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⑥ＲＶパーク導入を検討しては 

⑦桜等、寄附による記念植樹を行っては 

⑧他の道の駅にはない魅力をどう創出す

るか 

 

 

町長 

１０ 吉村美津子 １福祉の向上施

策について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２学校の統廃合

は止めること

について 

 

１）補聴器購入費への補助について 

①過去の一般質問の質疑応答をどのよう

に捉えているか 

②２０２６年度予算に補助金を計上した

理由は 

③補助金の引き上げを検討すべきでは 

④助成回数を増やす検討をすべきでは 

２）学校給食費の無償化について 

①小学生の学校給食費の無償化は国負担

で全額賄えるか 

②中学生の無償化を実施すべきでは 

３）北永井にあるふれあいセンターの存続に

ついて 

①利用が多い施設として捉えているがど

うか 

②存続の声は聴いているか 

③高齢者が多い中での交流の場所を町長

はどのように捉えているか 

④存続の声が大きければ、今まで通り存続

も考えるべきではないか 

⑤結論はいつ出すのか 

 

１）学校の存続対策について 

①三芳小学校の老朽化対策は 

②上富小学校校舎の長寿命化対策は 

２）説明会の意見交換等について 

①２月９日、児童にはどのように説明をし

たのか 

②児童の意見はどのように聞いたのか 

③２月１５日には意見が多くあった。その

意見内容の詳細は 

④保護者からの意見の内容は 

３）上富小学校の存続の議論をすべきではな

いか 

４）地域住民や児童の理解を得られていない

中での学校の統廃合問題は、問題点が多

くやめる決断をすべきではないか 

町長 

福祉課 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

教育長 

教育総務課 

学校教育課 

１１ 牛丸 藍子 １海外渡航を伴 １）これまで行われた議員の海外帯同を伴う 町長 
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う事業におけ

る議員の海外

帯同について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２上富地域にお

ける課題の合

意形成につい

て 

事業ではどのようなプロセスを経て起

案・決定されたか 

２）議員帯同の要否を判断する基準は住民が

確認できる形で明文化されているか 

３）議員が参加者となることで事業評価の客

観性に影響する可能性について町の認

識は 

４）議会の独立性や監視機能の観点からガバ

ナンス上の課題が生じる可能性も考え

られるが、リスク認識はあるか 

５）議員帯同を前提とした予算計上が常態化

した場合の住民からの見え方について

リスク認識はあるか 

６）補正予算での計上が常態化しているが、

支出の適正性を鑑み、見直す必要がある

と考えるがいかがか 

７）今後、招待の機会が増えれば本来予定し

ていた事業規模を大きく超える可能性

がある。参加の可否の線引きが必要と考

えるがいかがか 

８）議員の海外帯同について成果指標が示さ

れておらず、予算査定がイレギュラーに

見える可能性について町の認識は 

９）第三者視点による事業評価を導入しては

いかがか 

１０）議会の独立性、ガバナンス、そして住

民への説明責任を確保する観点から、議

員の海外帯同については一度整理が必

要な段階に来ていると考える。今後の予

算計上について議員の海外帯同を行わ

ない設計へ移行する考えはあるか 

 

１）三芳町立学校設置条例一部改正の再上程

に必要な条件について町の認識は 

２）これまで寄せられた反対署名の分析と意

見の取り扱いを含め、再上程までに何を

すべきと認識しているか 

３）地域課題の共有と理解に繋げるため、ま

ちづくりのハード面や政策面に関する

複数の課も対話の場に参加することも

視野に入れる必要があると考えるがい

かがか 

教育長 

秘書広報室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財政デジタル

推進課 

 

秘書広報室 

 

 

 

財政デジタル

推進課 

 

政策推進課 

 

町長 

秘書広報室 

 

 

 

 

 

学校教育課 

 

 

 

 

政策推進室 
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４）現時点で反対の意見の中にも、今後の地

域の展望次第で受け入れられる可能性

はあると考えられる。理解を得るための

具体的なプロセスについて町の考えは 

５）学校の存続如何にかかわらず地域のリビ

ング的な居場所があれば子供だけでな

く地域住民のケアにも繋がると考える。

コミュニティの再構築をどのように支

援していくか 

６）跡地利用はゼロベースでの検討との答弁

があったが、道の駅の２拠点構想は完全

に白紙とし、検討プロセスを明らかにし

た状態で住民参加型の取組みとして新

たに検討するものと考えてよいか 

７）住民の意向を聞くだけではなく、政策へ

の反映を担保する進め方・分断を生まな

い設計として、どのような点を改めるべ

きと考えているか 

８）パブリックコメントの前段階に、意見の

集約・政策への反映の可否と説明等を可

視化させる取り組みを行うことで住民

との情報共有・町政への理解に繋がると

考えるがいかがか 

９）住民と相互に課題を共有できる場をどの

ような形で設けるか 

学校教育課 

 

 

 

政策推進室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

１２ 増田 磨美 １（仮称）地域活

性化発信交流

拠点整備計画

について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）県内近隣競合施設との違いは 

２）資料にある施設以外でどのような施設を

調査したか 

３）用地交渉の状況とおおよその金額は 

４）現在考えられる補助金額は 

５）令和６年、７年に開設した県内「道の駅」

国庫補助金の年間の実際の補助率は 

６）町における補助金の年間の回収率見込みは 

７）想定している維持運営に必要な売上を下

回った場合の対応は 

８）物価高騰なども含めた整備費の考慮分は

どのように考えているか   

９）計画中の雑木林の活用方法は 

１０）農と健康のミュージアムの監修はどこ

が行なうのか 

１１）公共交通との連携はあるか 

１２）今後の住民への説明はどのように行う

町長 

総合調整幹 
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２藤久保地域拠

点施設整備等

事業の今後に

ついて 

 

 

 

 

 

 

 

 

３通級指導教室

の増設を考え

ては 

のか 

１３）多額の財政負担となるが財政運営の方

法は 

１４）全町民の意見を聞くべきでは 

 

１）現在までの進捗状況は  

 

２）藤久保小学校児童の元気な学校生活と安

全について 

①第２期工事において建物撤去作業中の

代替地までの移動路は決まったのか 

②登校時、下校時の通用門に変更はあるか 

３）周辺の安全対策について、中断されてい

た郵政宿舎跡地のマンション建設が始

まることも含め周辺道路の子どもたち

の安全対策の計画は 

 

１）通級指導教室の必要性について 

①現在の利用状況は     

②通級指導教室への希望者を把握してい

るか 

③潜在的入室希望者の調査をしては 

④ウェルビーイングを目指す町として、藤

久保小学校の通級指導教室の増設は必

要な事では 

 

 

 

町長 

 

町長 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 

学校教育課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町長 

教育長 

教育センター 

 

 

教育長 

町長 

１３ 本名 洋 １上富地域の「地

域拠点」につい

て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１）（仮称）地域活性化発信交流拠点整備計画

の経済波及効果について、約１１４億円

の経済波及効果があるとしているが、具

体的に町や住民にどのような恩恵があ

るのか 

２）（仮称）地域活性化発信交流拠点整備によ

り農業センターの地域・観光情報の発信

機能はどうなるのか 

３）「公共施設マネジメント基本計画改訂版」

では、学校施設について「地域の核とな

る施設として考えることが重要となる」

とし、「施設の方向性」において上富小学

校は、「上富地域拠点整備（校舎規模の縮

小も検討）」となっていたものが、なぜ

「公共施設マネジメント基本計画」では

「統合（廃止）」となったのか 

 

町長 

総合調整幹 

 

 

 

観光産業課 

 

 

施設ﾏﾈｼ゙ ﾒﾝﾄ課 
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２三芳町犯罪被

害者等支援条

例について 

 

 

 

 

 

 

３教員の働き方

改革は進んだ

かについて  

１）これまで傷害支援金の支給事例はあったか 

２）相談はあったか 

３）被害者相談に対応できる職員を育成する

ため、研修を行っているか 

４）性暴力の被害者への支援を条例に盛り込

んでは 

５）町はなぜ埼玉犯罪被害者援助センターの

会費負担を行っていないのか 

 

１）今年度教員の未配置未補充は無かったか 

２）休職で長期間職場を離れる教員はいなか

ったか 

３）勤務時間について 

 ①時間外在校等時間の割合について 

  ア 月４５時間以内の教員の割合は 

（令和７年１１月） 

  イ 年３６０時間以内の教員の割合は

（令和６年度） 

②勤務中４５分の休憩時間をとるために

はどうすれば良いか（どのような工夫を

しているのか） 

４）教員のウェルビーイングの向上はどうす

れば実現するのか 

自治安心課 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育長 

学校教育課 

 


